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1.  平成22年2月期第2四半期の連結業績（平成21年3月1日～平成21年8月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年2月期第2四半期 19,047 ― 656 ― 615 ― 253 ―

21年2月期第2四半期 19,755 △9.2 483 △36.4 459 △38.9 91 △79.7

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

22年2月期第2四半期 506.07 ―

21年2月期第2四半期 182.02 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年2月期第2四半期 11,648 4,889 40.6 9,420.88
21年2月期 11,326 4,702 40.0 9,034.67

（参考） 自己資本   22年2月期第2四半期  4,727百万円 21年2月期  4,533百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無  
 

1株当たり配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

21年2月期 ― 130.00 ― 130.00 260.00

22年2月期 ― 130.00

22年2月期 
（予想）

― 130.00 260.00

3.  平成22年2月期の連結業績予想（平成21年3月1日～平成22年2月28日） 
（％表示は対前期増減率）

（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無  無  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 41,600 0.0 1,090 21.7 1,020 20.7 500 262.0 996.37



4.  その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  有  
〔（注）詳細は、４ページ【定性的情報・財務諸表等】４．その他をご覧ください。〕 

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重
要な事項等の変更に記載されるもの） 

〔（注）詳細は、４ページ【定性的情報・財務諸表等】４．その他をご覧ください。〕 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

１．本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいてお 
り、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用に当たっての注意事項等につい
ては、４ページ【定性的情報・財務諸表】３．連結業績予想に関する定性的情報をご覧ください。 
２．当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」（企業会計基
準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。 

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 有

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年2月期第2四半期 551,400株 21年2月期  551,400株

② 期末自己株式数 22年2月期第2四半期  49,577株 21年2月期  49,577株

③ 期中平均株式数（四半期連結累計期間） 22年2月期第2四半期 501,823株 21年2月期第2四半期 504,022株



当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、景気は全般的に底入れした様子が見られるものの、景気回復の

テンポや持続力に関しては依然不透明感が強いものと思われます。個人所得に関してはエコポイントや定額給付金等

の対策に対する効果が一時的に期待できるものの、雇用環境悪化が続いている中においては息切れする懸念が予想さ

れます。当社グループの属する小売サービス業におきましても、不安定な個人所得を背景とした消費環境低迷の影響

を受けております。 

 こうした経営環境ではありましたが、リサイクル品販売が底固く推移したことや継続的な経営努力も奏功し、当第

２四半期連結累計期間の連結売上高は１９０億４千７百万円、連結営業利益は６億５千６百万円、連結経常利益は６

億１千５百万円、連結当期純利益は２億５千３百万円となりました。 

【古本市場事業の概況】 

 古本市場事業におきましては、一部の店舗において大規模な店舗改装を行うなど店舗競争力の強化に努めるととも

に、新規商材の取扱い店舗の拡大を行ったことなどにより、売上拡大を図ってまいりました。また、古本市場店舗向

けの新しいＰＯＳシステムを全店舗に導入し、店舗オペレーションの効率化を図るとともに、店舗の賃料減額交渉な

どにより、一定の成果を収めることができました。新規出店としては、古本市場高槻春日町店（大阪府）、古本市場

新小岩店（東京都）に加え、Family Mart南千住八丁目店（東京都）の出店を行いました。 

こうした取組みの結果、当第２四半期連結累計期間における古本市場事業の売上高は１７４億３千４百万円、営業利

益は１１億６百万円となりました。 

【アイ・カフェ事業の概況】 

アイ・カフェ事業におきましては、季節限定のドリンク・フード類を充実させたほか、コミックスやネットゲーム

コンテンツの拡充を行うなど顧客サービスの強化に取組むと同時に、各種割引券を配布するなど販促活動に注力いた

しましたが、個人消費低迷の影響で顧客数の維持が難しい状況が続いていることに加え、売上が最も見込める夏季に

おける天候不順の影響により、当第２四半期連結累計期間におけるアイ・カフェ事業の売上高は１４億７百万円とな

りました。一方、利益の面では業務の効率化により人件費等のコントロールに努めた結果、営業利益は３千５百万円

と黒字を確保することができました。 

【ＥＣ事業の概況】 

 ＥＣ事業におきましては、常に商材を替えたリサイクル品の廉価販売を行うなど各種販促活動の実施により、売上

拡大を図ってまいりました。しかしながら、昨今の消費環境の悪化の影響等により、当第２四半期連結累計期間にお

けるＥＣ事業の売上高は２億３千４百万円、営業損失は１千３百万円となりました。 

  

  

当第２四半期連結会計期間末の総資産は、主にリース取引に関する会計基準の早期適用に伴いリース資産を計上し

たことから、前連結会計年度末と比べて３億２千１百万円増加し、１１６億４千８百万円となりました。負債は、主

に未払金、短期借入金、長期借入金が減少した一方で、買掛金や未払法人税等の増加、及びリース取引に関する会計

基準の早期適用によるリース債務を計上したことにより、前連結会計年度末と比べて１億３千５百万円増加し、６７

億５千８百万円となりました。純資産は、配当金の支払があった一方で、四半期累計期間の純利益の計上により、前

連結会計年度末と比べて１億８千６百万円増加し、４８億８千９百万円となりました。 

上記の結果、当第２四半期連結会計期間末の自己資本比率は４０．６％となり、前連結会計年度末と比較して０．

６％上昇いたしました。 

(キャッシュ・フローの状況) 

 当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末と比較して７千２百万円減

少し、１２億３千５百万円となりました。 

 「営業活動によるキャッシュ・フロー」は、９億６百万円の収入となりました。主な収入要因は税金等調整前四半

期純利益５億円、減価償却費３億２千８百万円、たな卸資産の減少９千８百万円、仕入債務の増加１億１千１百万の

ほか、確定法人税等の大幅な支払減少等であり、主な支出要因は、前払費用等のその他流動資産の増加１億８千３百

万円、未払費用等のその他流動負債の減少９千１百万円等であります。 

 「投資活動によるキャッシュ・フロー」は、２億１千７百万円の支出となりました。主な要因は有形固定資産の取

得による支出１億４千５百万円、無形固定資産の取得による支出８千５百万円等によるものであります。 

 「財務活動によるキャッシュ・フロー」は、７億６千１百万円の支出となりました。主な要因は、長期借入金の返

済による支出５億５千２百万円、リース債務の返済による支出１億３千万円、配当金の支払６千５百万円、短期借入

金の純減少額４千万円等によるものであります。 

  

定性的情報・財務諸表等

１．連結経営成績に関する定性的情報

２．連結財政状態に関する定性的情報



  

今後の景気に関しては不透明感を払拭できないものの、当第２四半期連結累計期間の業績を反映し、平成22年２月

期の連結売上高は４１６億円（前期比0.0%増）、連結営業利益は１０億９千万円（前期比21.7%増）連結経常利益は

１０億２千万円（前年同期比20.7%増）、連結当期純利益は５億円（前年同期比262.0%増）を見込んでおり、平成21

年９月16日付「平成22年２月期第２四半期累計期間の（単体・連結）業績予想との差異及び通期（単体・連結）業績

予想の修正に関するお知らせ」にて開示いたしました業績予想に変更はありません。 

   

  

該当事項はありません。 

  

  

① 簡便な会計処理 

 該当事項はありません。 

  

② 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理 

 税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効

果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算してお

ります。なお、法人税調等整額は、法人税等に含めて表示しております。 

  

  

① 「四半期財務諸表に関する会計基準」等の適用 

 当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸

表に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期

連結財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。 

  

② 「棚卸資産の評価に関する会計基準」の適用 

 通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、主として移動平均法による原価法によってお

りましたが、第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平

成18年７月５日公表分）が適用されたことに伴い、主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額に

ついては収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）により算定しております。これによる損益に与える影

響はありません。  

  

③ 「リース取引に関する会計基準」の適用 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっておりましたが、「リース取引に関する会計基準」(企業会計基準第13号(平成５年６月17日(企業会計

審議会第一部会)、平成19年３月30日改正))及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」(企業会計基

準適用指針第16号(平成６年１月18日(日本公認会計士協会 会計制度委員会)、平成19年３月30日改正))が

平成20年４月１日以後開始する連結会計年度に係る四半期連結財務諸表から適用することができることに

なったことに伴い、第１四半期連結会計期間からこれらの会計基準等を適用し、通常の売買取引に係る会

計処理に変更しております。また、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却

の方法については、リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法を採用しております。 

 なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、前

連結会計年度末における未経過リース料残高を取得価額とし、期首に取得したものとしてリース資産に計

上する方法によっております。これによる損益に与える影響は軽微であります。 

  

３．連結業績予想に関する定性的情報

４．その他

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）

（２）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

（３）四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更



５．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年８月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年２月28日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,318,695 1,391,349

売掛金 338,054 327,416

商品 3,751,426 3,857,171

その他 706,581 498,657

貸倒引当金 △1,493 △2,355

流動資産合計 6,113,264 6,072,239

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 1,457,519 1,492,900

その他（純額） 1,032,518 532,597

有形固定資産合計 2,490,038 2,025,498

無形固定資産   

のれん 26,000 40,309

その他 264,561 295,127

無形固定資産合計 290,561 335,436

投資その他の資産   

差入保証金 1,549,780 1,637,204

その他 1,218,516 1,269,803

貸倒引当金 △14,055 △13,929

投資その他の資産合計 2,754,241 2,893,079

固定資産合計 5,534,841 5,254,014

資産合計 11,648,106 11,326,253

負債の部   

流動負債   

買掛金 1,246,165 1,134,445

短期借入金 650,000 690,000

1年内返済予定の長期借入金 893,123 972,356

未払法人税等 285,154 57,071

賞与引当金 114,846 108,641

ポイント引当金 263,860 275,604

その他 911,508 857,101

流動負債合計 4,364,658 4,095,220

固定負債   

長期借入金 1,583,935 2,057,365

退職給付引当金 174,789 160,603

役員退職慰労引当金 139,341 173,599

その他 496,252 136,904

固定負債合計 2,394,319 2,528,472

負債合計 6,758,978 6,623,692



（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年８月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年２月28日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,165,507 1,165,507

資本剰余金 1,119,796 1,119,796

利益剰余金 2,810,011 2,621,292

自己株式 △372,069 △372,069

株主資本合計 4,723,245 4,534,526

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 3,642 △1,564

為替換算調整勘定 728 843

評価・換算差額等合計 4,370 △721

新株予約権 25,473 20,820

少数株主持分 136,038 147,936

純資産合計 4,889,127 4,702,561

負債純資産合計 11,648,106 11,326,253



（２）四半期連結損益計算書 
（第２四半期連結累計期間） 

（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年３月１日 
 至 平成21年８月31日) 

売上高 19,047,545

売上原価 13,747,259

売上総利益 5,300,285

販売費及び一般管理費  

広告宣伝費 154,966

パート・アルバイト給与 575,927

従業員給料及び賞与 823,696

賞与引当金繰入額 105,466

役員退職慰労引当金繰入額 5,607

退職給付費用 15,513

賃借料 1,009,839

減価償却費 270,771

その他 1,682,243

販売費及び一般管理費合計 4,644,031

営業利益 656,254

営業外収益  

受取利息 2,775

受取配当金 339

受取賃貸料 36,829

その他 12,631

営業外収益合計 52,576

営業外費用  

支払利息 32,750

持分法による投資損失 17,521

不動産賃貸費用 43,435

その他 120

営業外費用合計 93,826

経常利益 615,003

特別利益  

貸倒引当金戻入額 595

固定資産売却益 304

投資有価証券売却益 59

役員退職慰労引当金戻入額 9,932

新株予約権戻入益 64

保険解約返戻金 5,008

受取補償金 11,203

特別利益合計 27,168

特別損失  

固定資産除却損 7,017

減損損失 64,295

リース債務解約損 397

店舗閉鎖賃借契約解約損 70,262

特別損失合計 141,973

税金等調整前四半期純利益 500,199

法人税等 258,141

少数株主損失（△） △11,898

四半期純利益 253,956



（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年３月１日 
 至 平成21年８月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純利益 500,199

減価償却費 328,131

減損損失 64,295

ポイント引当金の増減額（△は減少） △11,743

賞与引当金の増減額（△は減少） 6,204

退職給付引当金の増減額（△は減少） 14,186

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △34,257

貸倒引当金の増減額（△は減少） △735

受取利息及び受取配当金 △3,115

支払利息 32,750

持分法による投資損益（△は益） 17,521

長期貸付金の家賃相殺額 36,817

固定資産売却損益（△は益） △304

固定資産除却損 7,017

売上債権の増減額（△は増加） △10,764

たな卸資産の増減額（△は増加） 98,211

その他の流動資産の増減額（△は増加） △183,483

仕入債務の増減額（△は減少） 111,720

その他の流動負債の増減額（△は減少） △91,233

その他 57,974

小計 939,391

利息及び配当金の受取額 632

利息の支払額 △34,576

法人税等の支払額 △32,483

法人税等の還付額 33,394

営業活動によるキャッシュ・フロー 906,358

投資活動によるキャッシュ・フロー  

定期預金の増減額（△は増加） △27

有形固定資産の取得による支出 △145,319

有形固定資産の売却による収入 304

無形固定資産の取得による支出 △85,495

差入保証金の差入による支出 △21,338

差入保証金の回収による収入 39,117

その他 △4,660

投資活動によるキャッシュ・フロー △217,418

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純増減額（△は減少） △40,000

長期借入金の返済による支出 △552,663

配当金の支払額 △65,322

リース債務の返済による支出 △103,636

財務活動によるキャッシュ・フロー △761,621

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △72,681

現金及び現金同等物の期首残高 1,308,023

現金及び現金同等物の四半期末残高 1,235,342



 当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に

従い四半期連結財務諸表を作成しております。 

  

 該当事項はありません。 

  

当第２四半期連結累計期間（自 平成21年３月１日 至 平成21年８月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業は、販売形態の種類を勘案して区分しております。 

２．各事業の内容 

(1)古本市場事業…………店頭でのリサイクル品の買取・販売及び新品の販売、その他雑貨の販売及びリサイ

クル品の卸売り 

(2)アイ・カフェ事業……飲食店・喫茶店の経営及びインターネットを利用した情報提供サービス並びにイ 

            ンターネット施設向けシステム販売及び加盟店運営サポート 

(3)ＥＣ事業………………インターネットによるリサイクル品の買取・販売及び新品の販売 

  

  

  当第２四半期連結会計期間(自 平成21年６月１日 至 平成21年８月31日)及び当第２四半期連結累計期間（自 

平成21年３月１日 至 平成21年８月31日）において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支

店がないため該当事項はありません。 

  

  

  当第２四半期連結会計期間(自 平成21年６月１日 至 平成21年８月31日)及び当第２四半期連結累計期間（自 

平成21年３月１日 至 平成21年８月31日）において、海外売上高がないため該当事項はありません。 

  

  

 該当事項はありません。 

  

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）セグメント情報

〔事業の種類別セグメント情報〕

  
古本市場事業 
（千円） 

アイ・カフェ事業

（千円） 
ＥＣ事業
（千円） 

計（千円）
消去又は全社 
（千円） 

連結
（千円） 

売上高                          

(1)外部顧客に対する売上

高 
 17,432,127  1,405,909  209,509  19,047,545  －  19,047,545

(2)セグメント間の内部売

上高又は振替高 
 2,759  1,132  25,170  29,062    △29,062  －

計  17,434,886  1,407,041  234,679  19,076,608  △29,062  19,047,545

営業利益（△は営業損失）  1,106,239  35,523  △13,626  1,128,135  △471,881  656,254

〔所在地別セグメント情報〕

〔海外売上高〕

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記



「参考資料」 

前年同四半期に係る財務諸表 

（１）中間連結損益計算書  

  

  
前中間連結会計期間

（自 平成20年３月１日 
至 平成20年８月31日） 

区分 金額（千円）
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高   19,755,225 100.0

Ⅱ 売上原価 14,519,275 73.5

売上総利益 5,235,950 26.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費 

１．広告宣伝費 186,921

２．パート・アルバイト給与 543,489

３．従業員給与及び賞与 833,386

４．賞与引当金繰入額 93,521

５．役員退職慰労引当金繰入額 11,068

６．退職給付費用 13,308

７．賃借料 944,803

８．減価償却費 168,553

９．貸倒引当金繰入額 1,549

10．その他 1,955,493 4,752,096 24.1

営業利益 483,853 2.4

Ⅳ 営業外収益 

１．受取利息 3,493

２．受取配当金 146

３．受取賃貸料 49,619

４．その他 27,276 80,536 0.4

Ⅴ 営業外費用 

１．支払利息 31,488

２．不動産賃貸費用 63,836

３．持分法による投資損失 8,918

４．その他 184 104,427 0.5

経常利益 459,961 2.3



  

  

  
前中間連結会計期間

（自 平成20年３月１日 
至 平成20年８月31日） 

区分 金額（千円）
百分比
（％） 

Ⅵ 特別利益 

１．投資有価証券売却益 550

２．持分変動利益 573

３．役員退職慰労引当金戻入益 4,690

４．保険収入 3,749 9,562 0.0

  

Ⅶ 特別損失 

１．商品評価損 182,857

２．固定資産除却損 2,961

３．リース契約解約損 402

４．投資有価証券評価損 19,499 205,721 1.0

税金等調整前中間 
(当期)純利益 263,802 1.3

法人税、住民税及び事業税 149,329

法人税等調整額 － 149,329 0.7

少数株主利益又は損失（△） 22,730 0.1

中間（当期）純利益 91,742 0.5

  



  

（２）中間連結キャッシュ・フロー計算書

  
前中間連結会計期間

（自 平成20年３月１日 
至 平成20年８月31日） 

区分 金額（千円）

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロ
ー   

税金等調整前中間 
（当期）純利益  263,802

減価償却費  276,511

ポイント値引引当金の減少額 △1,455

賞与引当金の増減額(減少：△)  600

退職給付引当金の増加額  6,239

役員退職慰労引当金の
増減額(減少：△) 

△22,953

貸倒引当金の増減額 
(減少：△)  1,307

受取利息及び受取配当金 △3,639

支払利息  31,488

持分法による投資損失  8,918

長期貸付金の家賃相殺額  39,501

投資有価証券評価損   19,499

固定資産除却損  2,961

売上債権の増減額（増加:△） △25,421

たな卸資産の減少額  99,854

その他流動資産の増減額 
（増加:△） 

△72,912

仕入債務の減少額 △192,305

その他流動負債の 
増減額（減少:△） 

△63,109

その他  24,662

小計  393,551

利息及び配当金の 
受取額  1,159

利息の支払額 △29,650

法人税等の支払額 △516,508

営業活動によるキャッシュ・フロ
ー 

△151,448



  

  
前中間連結会計期間

（自 平成20年３月１日 
至 平成20年８月31日） 

区分 金額（千円）

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロ
ー   

定期預金の純増加額 △87

有形固定資産の取得による支出 △159,581

無形固定資産の取得による支出 △71,747

差入保証金の払込による支出 △22,420

差入保証金の返還による収入  29,712

投資有価証券の取得による支出 △39,855

子会社株式取得に伴う支出 △4,200

長期貸付金の貸付による支出 △19,067

長期貸付金の回収による収入   175

その他  346

投資活動によるキャッシュ・フロ
ー 

△286,726

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロ
ー   

短期借入金の純増減額
(純減少額：△)  290,000

長期借入れによる収入  800,000

長期借入金の返済による支出 △420,135

親会社による配当金の支払額 △65,957

自己株式の取得による支出 △30,205

財務活動によるキャッシュ・フロ
ー  573,702

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差
額 

－

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額（減
少:△）  135,527

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  1,054,606

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末
（期末）残高  1,190,133

   



前中間連結会計期間（自 平成20年３月１日 至 平成20年８月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業は、販売形態の種類を勘案して区分しております。 

２．各事業の内容 

(1)古本市場事業…………店頭でのリサイクル品の買取・販売及び新品の販売、その他雑貨の販売及びリサイ

クル品の卸売り 

(2)アイ・カフェ事業……飲食店・喫茶店の経営及びインターネットを利用した情報提供サービス並びにイ 

            ンターネット施設向けシステム販売及び加盟店運営サポート 

(3)ＥＣ事業………………インターネットによるリサイクル品の買取・販売及び新品の販売 

  

 前中間連結会計期間（自 平成19年３月１日 至 平成19年８月31日）、当中間連結会計期間（自 平成20年

３月１日 至 平成20年８月31日）及び前連結会計年度（自 平成19年３月１日 至 平成20年２月29日）にお

いて、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため該当事項はありません。 

  

  

 前中間連結会計期間（自 平成19年３月１日 至 平成19年８月31日）、当中間連結会計期間（自 平成20年

３月１日 至 平成20年８月31日）及び前連結会計年度（自 平成19年３月１日 至 平成20年２月29日）にお

いて、海外売上高がないため該当事項はありません。 

  

  

  該当事項はありません。  

  

  

（３）セグメント情報

〔事業の種類別セグメント情報〕

  
古本市場事業 
（千円） 

アイ・カフェ事業

（千円） 
ＥＣ事業
（千円） 

計（千円）
消去又は全社 
（千円） 

連結
（千円） 

売上高                               

(1)外部顧客に対する売上

高 
 17,967,660  1,567,223  220,341  19,755,225  －  19,755,225

(2)セグメント間の内部売

上高又は振替高 
 2,488  62  41,357  43,908    △43,908  －

計  17,970,148  1,567,286  261,698  19,799,134  △43,908  19,755,225

営業費用  16,894,514  1,625,547  254,517  18,774,579  496,792  19,271,372

営業利益（△は営業損失）  1,075,634  △58,261  7,181  1,024,554  △540,701  483,853

〔所在地別セグメント情報〕

〔海外売上高〕

６．その他の情報
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